
（様式１）

部内マネジメント責任者

　子ども家庭部は、健幸都市基本計画の基本方針の一つである「ひとの健幸づくり」の推進に向けて、下記事業を実施します。
◆子育て情報アプリの充実を図ります。
◆赤ちゃんの駅・児童館・つどいの広場等の子育て支援事業を行います。
◆保育所（園）・幼稚園・認定こども園での健康づくりを進めます。

《子ども家庭部　平成３０年度予算見積方針　》　

592,925 189,557

部長 望月　英司

予算見積にあたっての基本的な考え方および重点事項
【施策全体の方向性、基本的な考え方】

子ども家庭部は、子どもおよび子育ての支援に関する業務を行っており、 「子どもの人権が尊重され、子どもと大人がともに育ちあい、笑顔輝くまち草津」を目
指します。
◆就学前教育・保育を充実します。
◆安心して子育てができる環境づくりをすすめます。
◆切れ目のない子育て支援を充実します。

【重点事項】

2,774,544

【健幸都市づくりの推進に向けた考え方、主な事業】

○児童虐待の防止と早期発見、早期対応に努めます。
○貧困家庭防止のため子どもの居場所を増設します。
○児童育成クラブ、子育て支援拠点施設等の子育て支援事業の充実を図ります。
○施設整備を推進し、定員増による待機児童の解消と保育環境の改善に取り組みます。
○発達に支援が必要な子どもに対して、早期療育の充実に努めます。

595,800 166,191

【見　積】平成３０年度　当初予算額（一般会計）
予算額（千円）

歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

所　　属

2,997,866 707,385

◆保育需要の拡大に対応するため、認定こども園への移行や民間保育所および小規模保育施設の整備など、待機児童対策に取り組むとともに、保育士の
確保に努めます。
◆児童育成クラブの定員拡大を図り、放課後児童の安全、安心な居場所づくりの充実に努めます。
◆子育て不安を解消し、孤立化を防ぐため、子育て支援の充実に取り組みます。
◆障害の早期発見から円滑な早期療育の実施や相談など、障害、発達に遅れのある子どもたちの支援に努めます。
◆質の高い就学前の教育、保育の提供に取り組むとともに、幼保一体化（認定こども園）の推進に努めます。
◆児童虐待の防止と早期発見、早期対応に努めます。
◆ひとり親家庭等への支援に努めます。
◆「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子ども・子育て支援に向けた各種事業を展開します。

合　　計 11,027,827 3,837,677

平成３０年度予算の特徴
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【前年度】平成２９年度　当初予算額（一般会計）

所　　属

5,219,201 2,426,199

505,964

子ども家庭課

【増　減】　（【見　積】－【前年度】）

所　　属

合　　計

予算額（千円）

予算額の主な増減理由

発達支援センター

幼児課

子ども子育て推進課

合　　計 1,461,246 380,094

予算額（千円）

歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

2,996,105 701,263

845,311 194,068

136,053

9,566,581 3,457,583

歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

1,761 6,122

・児童扶養手当額増額に伴う扶助費の増
・(仮称)大路認定こども園の整備完了による整備費の減
・草津中央おひさまこども園の整備完了による整備費の減
・施設数・児童数の増による運営費等の扶助費の増
・保育需要の拡大に対応するための施設整備費の増
・障害児通所給付費増額に伴う扶助費の増

▲ 252,386 ▲ 4,511

1,622,035 348,345

89,836 30,138

0 0

0 0

0 0



0

0

0

▲ 120,794

扶助費（千円）

B　見積額
A－B

▲は枠超過

0 0

2,558,245

A　枠配分額

主要な事業（新規・拡大・重点事業等）　（一般会計および特別会計）

事業名 事業費（千円） 事業概要
一般財源

子どもの居場所事業 3,776 1,600
貧困対策の一環として、生活困窮者およびひとり親家庭を対象とする子どもの居場所を
増設します。

放課後児童支援員等処遇改善
事業

102,185 34,061 児童育成クラブの放課後児童支援員等の処遇改善を行います。

（仮称）南草津駅前子育て支援
拠点施設運営事業

38,460 27,696 平成３０年４月にＪＲ南草津駅前に新たな子育て支援拠点施設を開設します。

民園整備事業 934,632 46,916 保育需要の拡大に対応するために民間保育所の施設整備を行います。

公立こども園整備事業 528,355 146,915 玉川、山田、志津幼稚園の認定こども園への移行に向けた整備等を行います。

LINE子育て傾聴相談事業 1,292 1,292
身近に相談者のいない育児に不安のある方がLINEにより気軽に相談を行うことで、子育
て世帯の孤立防止を図ります。

学齢期ヘルパー派遣業務 135 135
ヘルパーの派遣について、課題の大きい家庭については、児童が既に学齢期であって
も活用できるよう、対象を拡大します。

マネジメントの視点による財源配分、事務事業の見直し等の考え方について
●　経費削減に向けての既存事業の全般的な見直し、精査

16,157

0

▲ 114,825

▲ 22,126

幼児課

667,451 651,294

子ども子育て推進課

子ども家庭課

129,111

11,803 ▲ 1,292

26,720 77,013

68,045 149,054 ▲ 81,009

1,713

1,663,015 1,777,840

発達支援センター 106,985

0

合　　計 2,437,451106,989 240,087

枠配分額（当該経費に係る予算見積上限額）に対する見積状況

所　　属

一般行政経費（千円）

・施設数・児童数の増による義務的経費
（扶助費）の増。
・待機児童対策のため新たに民間保育所
の新規整備、既存園の整備工事の補助を
行うことによる増。
・公立認定こども園整備費の増。

枠配分額を超過した場合、その理由
A　枠配分額 B　見積額

A－B
▲は枠超過

10,511

▲ 50,293

2,217 ▲ 504

0

0

▲ 133,098


